
交付申請額及び交付額 第1次交付額 362,904,000

第2次交付額 1,318,906,000

第3次交付額 773,059,000

追給額 33,591,000

2,488,460,000

（円）

№ 事業名 事業目的・効果 総事業費 交付金充当額

1 子育て世帯臨時特別給付金
国の給付事業に、区独自上乗せ分を追加して給付することで、新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を受けている子育て世帯に対する支援
を更に強化した。

510,480,000 500,200,029

2
プレミアム付商品券発行事業費助成の
拡大

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響による経済対策として、毎年実施し
ているプレミアム付商品券発行事業助成の拡大を行い、区内商業
の活性化と消費者サービスの向上を図った。

217,992,046 215,280,613

3 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急融資
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ流行の影響により、事業活動に影響を受けた区内
中小企業・小規模事業者に対し資金繰りを支援した。 725,226,019 565,676,295

4 学校避難所等感染防止用品購入
学校避難所の衛生環境を保つため、消毒液等の資材を学校避難
所へ備蓄した。 14,885,676 14,585,910

5 商店街感染症対策経費助成
感染症拡大防止に係る周知・巡回に要する経費及び衛生用品購
入等感染症対策に要する経費を助成した。 10,162,000 9,957,359

6 分散登校時簡易昼食提供
学校は６月１日から段階的に再開し、感染防止対策をとりながら、
分散登校を行った。３時間程度の授業実施に対して簡易な昼食の
提供を行った。

53,028,171 52,010,820

7 インフルエンザ（16歳未満）接種費助成
インフルエンザの予防接種費の助成を行うことにより、医療提供
体制を強化し、新型コロナウイルス感染症への対応の迅速化を
図った。

50,657,694 46,558,500

8 検査・入院・救急医療体制整備
新型コロナウイルス感染症に対応する医療体制を構築するため、
各医療機関へ検査・入院・救急医療に要する経費を助成した。 300,712,588 217,336,704

9
営業時間短縮感染拡大防止協力金給
付事業

都の営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金の条件を満たし、
本区感染拡大防止対策ステッカーを取得した酒類を提供する区
内飲食店等に区独自で８月分１０万円、９月分５万円、11月28日
から12月17日分１０万円、12月18日から１月７日分１０万円、１月
８日から２月７日分１０万円の協力金を支給した。

427,827,409 410,405,138

10 新生児特別定額給付金
特別定額給付金の対象とならなかった、令和２年４月２８日以降に
出生した新生児に対して給付金を支給した 269,000,000 263,680,903

11 窓口用パーテーション設置
庁内の窓口にパーテーションを設置することにより、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止対策を行った。 9,258,426 9,071,981

12
新型コロナウイルス感染症対策物品の
購入

新型コロナウイルス感染拡大を防ぐため、感染防止用品を購入し
た。 34,094,200 33,407,616

13 テレワーク環境整備

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するための働き方
の一つとして、通勤や職場内での感染リスクの軽減が期待できる
「在宅勤務型テレワーク」を本格導入するに当たり、テレワークに
対応可能な環境を拡充した。

14,392,400 14,102,568

14 修学旅行キャンセル料負担
年度当初に決定していた日程の延期等にかかる費用や令和３年
３月に延期した計画が中止せざるを得ない状況となった場合の
キャンセル料を公費で負担し、保護者の負担軽減をした。

19,625,069 19,229,862

15 指定管理者への経営支援
本区の指定管理者導入施設については、利用料金制度をとって
おり、予定していた利用料金収入がなくなると、管理運営に支障を
きたすため、経営に要する費用を支援した。

330,268,202 73,489,661

16
新型コロナウイルス対策経営改善設備
資金融資

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を受けた事業者で、経営改善に要す
る設備を導入するための資金を支援した。 265,937 261,935

17 学校保健特別対策事業費補助金
学校における新型コロナウイルス感染症拡大の防止に必要な手
指用消毒液や非接触型体温計の衛生用品について、区が一括購
入し、各学校に配付した。

1,248,420 305,819

18 学校臨時休業対策費補助金
各学校が令和２年３月に発注した食材等について、保護者負担と
せず公費により事業者への支援をすることで、学校給食の安定し
た運営を図った。

10,690,655 2,618,833

19 母子保健衛生費補助金
三密により、感染拡大防止を避けるため、乳幼児健診を集団健診
から医療機関での個別健診に切り替えた。 44,940,610 20,738,181

20 障害者総合支援事業費補助金
学校の臨時休校等で放課後等デイサービスの利用が増加するこ
とに伴う利用者負担の増加分について補助を行った。 2,476,632 607,154

21 障害者総合支援事業費補助金
施設に非接触型体温計等の感染防止用品を設置および利用者
へ感染拡大防止のための連絡を行った。 219,913 76,344

22 障害者総合支援事業費補助金
手話通訳者派遣事業において、医療機関への派遣はタブレット端
末等でのビデオ通話を活用し遠隔で手話通訳を行った。 64,472 16,472

23 疾病予防対策事業費等補助金
新型コロナウイルスの感染拡大や重症化を防止する観点から、高
齢者及び基礎疾患を有する者に対し、本人の希望によりPCR検査
を実施した。

6,115,000 2,995,929

24 公立学校情報機器整備費補助金
ICT 環境整備の設計や使用マニュアル（ルール）の作成などを行
うためのICT 技術者を配置した。 9,040,000 4,428,977

25 文化芸術振興費補助金
感染拡大防止物品を調達し、来館者が博物館へ安全、安心に入
館できる体制を構築した。 665,692 326,143

26
生活困窮者就労準備支援事業費等補
助金

（１）支援員等を3名加配し、自立相談支援体制を強化した。
（２）申請等を郵送にし、非対面式化した。
（３）事務職員（会計年度任用職員）2名を雇用し、申請処理を迅速
化した。

19,291,120 4,725,660

27 子ども・子育て支援交付金
小学校臨時休校時、保護者が就労するために、子どもの世話や
受入等を行うための環境を整備した。 31,656,985 6,364,594

3,114,285,336 2,488,460,000
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